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近年，橋梁維持管理においては，事後保全型管理から予防保全型管理への転換が重要視され

ているが，多くの地方自治体では本格的な転換に至っていない．予防保全型管理を促進する，

新たな官民連携スキームとして「『包括的民間委託×予防保全ファイナンス』の組合せ」を，

産官学金の異業種連携により検討している．本稿は，当該取組の検討内容をはじめとして，実

装に向けた足掛かりとして実施した令和6年度民間提案型官民連携モデリング事業の内容及び建

設コンサルタントから見た異業種連携の意義に係る考察について述べるものである．  
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１．はじめに 

 

 高度経済成長期に集中的に整備された我が国の社

会インフラは，今後，供用から50年以上が経過する

ものの割合が急激に増加することが見込まれている．

社会インフラの老朽化が進行している中，橋梁維持

管理では事後保全型管理から予防保全型管理への転

換が重要視されているが，多くの地方自治体では，

人的及び資金的リソースの不足により，本格的な転

換に至っていないのが現状である．当社をはじめと

する建設コンサルタントは，地方自治体が管理する

橋梁の維持管理業務において，包括的民間委託を導

入することにより，効率的な業務体制を確立し，人

的リソース問題の解決と計画的な維持管理の推進に

努めている．令和元年度より当社にて受託している，

多摩市での包括的民間委託では，適正な診断や維持

工事が促進されることで管理橋梁の健全性が改善さ

れ，予防保全型管理に移行しつつある． 

一方で，人口減少・少子高齢化に伴う，税収の減

少や社会保障関係費の増加により，社会インフラに

投下できる予算は，必ずしも従来水準以上の規模は

見込めないところである．また，橋梁等の長寿命化

事業を対象とする道路メンテナンス事業補助制度に

基づく補助金は，健全性ⅢおよびⅣの緊急性の高い

修繕等の対策へ優先的に充当されており，健全性Ⅱ

の橋梁を対象とする予防保全事業の多くは同補助制

度を十分に活用できないことや，予防保全事業に対

する地方債の活用が限定的であることから，予防保

全事業の実施にあたっては地方自治体の一般財源を

充当する必要があるが，厳しい財政状況により，効

果的な予防保全事業であっても着手を先送りせざる

を得ない状況が発生している．予防保全型管理の早

期かつ本格的な推進及び加速には，このような資金

的リソース問題の解決も必要であり，その方策の実

現には，金融機関と連携することが重要である．本

取組では，予防保全型管理への移行を促進する新た

な官民連携スキームとして，『包括的民間委託×予

防保全ファイナンス』の組合せ」を検討したもので

ある．当社及び三井住友信託銀行株式会社，株式会

社三井住友トラスト基礎研究所の共同検討に加え，

東京科学大学及び大阪大学との共同研究を通して連

携する異業種連携の体制を構築した（図-1）． 
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図-1 検討体制 

 

２．包括的民間委託×予防保全ﾌｧｲﾅﾝｽの組合せ 

 

 本取組では，建設コンサルタント業務（以下「コ



 

 

ンサルワーク」という．）を中心とした包括的民間

委託による効率的な業務体制と，予防保全ファイナ

ンスによる資金の確保を両立させるスキームを検討

している．予防保全ファイナンスとは，各工法の

「修繕延期効果」及びそれによる「財務的予防保全

効果」を定量化し，予防保全措置の資金として民間

資金を含む多様な選択肢を活用する手法のことであ

る．「修繕延期効果」とは，大規模修繕工事が延期

される効果と定義し，劣化予測モデルにより算出す

る．「財務的予防保全効果」は大規模修繕工事の延

期に伴い長期的な維持管理費用が低減される効果と

定義し，予防保全措置を実施した場合としなかった

場合の修繕費用を，割引率を1％で現在価値に換算

することで算出する． 

将来的には，維持工事まで包括範囲を拡大し，

ソーシャルインパクトボンド（SIB）を活用し民間

の創意工夫でインセンティブを創出することも考え

られる（図-2）． 

また，本取組の実装をアクティビティとして，社

会・経済的な変化を，ロジックモデルを用いて分析

したところ，予見性の高い維持管理の促進や，財政

の柔軟性向上がアウトカムとなった（図-3）．  
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図-2 将来的な事業スキーム  
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図-3 ロジックモデル（本取組のインパクト） 

 

 

３．令和6年度民間提案型官民連携モデリング

事業の概要 
 

本取組の足掛かりとして，国土交通省が実施する

令和6年度民間提案型官民連携モデリング事業1)2)3)4)

にて，浜松市の協力のもと新たなスキームの検討を

行った． 

 

(1) 浜松市の橋梁維持管理を取り巻く現状と課題 

既存データの整理や市職員へのヒアリングをもと

に，浜松市の橋梁維持管理における現状と課題の整

理を行った．浜松市では約5,800橋を管理しており，

今後の委託点検業務の増加や健全性Ⅱ判定橋梁の増

加が課題として想定される．これらの課題に対する

改善方策として，「業務の包括化や複数年化」及び

「共同受注等の新たな受注体制の構築と担い手の育

成」，「予防保全ファイナンスの導入による資金調

達」を有効な施策と位置付けて検討した． 

 

(2) 包括的民間委託に関する検討 

包括的民間委託に関する検討では以下のことを実

施した． 

 浜松市におけるコンサルワークを中心とした包

括的民間委託の事業スキームの展開案の整理 
 地元建設コンサルタント業者への市場調査 
 関連法令の整理 

 与条件に応じた事業スキームの類型化 
浜松市では，複数の事務所にて発注業務を行って

いることから，まずは全エリアを対象に定期点検業

務のエリアの統合・複数年化から始め，段階的に補

修設計や維持工事を含める事業スキームの展開イ

メージを整理した．定期点検を対象とした包括的民

間委託の導入と並行して庁内・市場の各種調整に取

り組むことで，円滑に事業スキームを展開できると

考える． 

当該スキームの実装に向けて，従来の担い手であ

る地元建設コンサルタント業者3者に市場調査を

行った．主な意見は以下の通りであった． 

 コンサルワークを中心とする包括的民間委託は，

建設コンサルタント業者にとっては取り組みや

すく，当該事業手法における当業界の役割が分

かりやすくなった印象である 

 受注の安定やリソースの計画的な確保・配置が

しやすくなる点は魅力に感じる 



 

 

 複数業種の JV で受注すること自体は問題ない

が，各業種の業務範囲やリスク分担等，発注方

式を丁寧に整理することが重要である 

なお，準委任契約のコンサルワークと請負契約の

建設工事の包括化に向けて，民法（632条及び643条，

656条）及び建設業法（第一条及び第三条，第二十

四条，施行令第一条）等から以下2点は法的に可能

であると解釈できることを整理した． 

 定期点検や補修設計業務等の準委任契約と，維

持工事等の請負契約の一本化 
 建設業許可を持たない事業者を含む JV による，

建設工事（請負工事）を含む業務の受注 
また，全国への水平展開に向けて，地方自治体の

与条件に応じた事業スキームの類型化を行った．そ

の結果，管理橋梁数・特殊橋梁・事務所の3つの条

件により地方自治体を分類すると8通りとなり，包

括的民間委託の発注形式（対象エリア・橋梁の考え

方）は主に4グループに分類された（図-4）． 
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図-4 与条件に応じた事業スキームの類型化 

 

(3) 予防保全ファイナンスに関する検討 

予防保全ファイナンスに関する検討では，以下の

ことを実施した． 

 鋼橋の水回り措置を対象とした「財務的予防保

全効果」の算定 

 予防保全ファイナンススキームの具体化 

浜松市の鋼橋を対象に，予防保全措置として水回

り措置を実施した場合の修繕延期効果を劣化予測モ

デルにより推定した．その結果，漏水・滞水の有無

による，健全性ⅠからⅢまでの期待寿命の延期効果

は10年であった．これより，浜松市の鋼橋11橋に水

回りの措置を実施した場合の財務的予防保全効果を

算定すると，小規模な橋梁では数十万円，大規模な

橋梁では数千万円となった． 

これらを用いて具体化した予防保全ファイナンス

スキームを図-5に示す．財務的予防保全効果を用い

て，効果の高い予防保全事業を特定し，当該事業を

行うことによる財務的・社会的効果を市民に明示し

た上で，地方債を発行して早期に予防保全事業に着

手するというスキームである．本スキームの実現に

あたっては，予防保全事業に対する地方債の活用が

限定的であるという課題があるため，高い財務的予

防保全効果が見込まれる予防保全事業には補助金の

優先配分または公適債を適用し，地方債による資金

調達を実施できる環境を整備することを提案した． 
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図-5 予防保全ファイナンススキーム 

 

(4) SIBスキームへの展望 

本取組の将来的に目指す姿は，SIBスキームへの

展開である．SIB5)とは地域課題の解決に民間の資金

やノウハウを活用する仕組みであり，課題解決の効

果を適切に測定できる成果指標を設定し，その達成

度に応じて地方自治体が成果報酬を支払う方式であ

る．財務的予防保全効果を成果指標として採用する

ことで，事業者が効果的な予防保全を実施するイン

センティブが働く仕組みとなり，効果的な予防保全

措置の選定と予見性の高い事業計画の策定に取り組

むようになる．さらに，できる限り早期に実行する

ことで効果が最大化されるため，事業者の創意工夫

が促進される． 

 

４．今後の展望 
 

本取組の実装に向けた社会実装シナリオを図-6に

示す．社会インフラの老朽化は進行し続けるため，

先行する地方自治体との連携及び当該地方自治体で

の導入事例を早期に創出し，新たな仕組みの普及の

契機とすることが重要である．スキームの最終形で

ある，SIB導入は令和21〜25年まで（定期点検6巡

目）を目標とする．本取組を実装するために，令和

７年度以降，地方自治体との意見交換や以下の点に

ついての具体的な検討を進めている． 

 多様な橋梁種別での修繕延期効果及び財務的予

防保全効果の算定 
 橋梁の予防保全事業に対する補助金や地方債に

よる資金調達の可能性の追求 
 予防保全による効果の多角的な評価：財政負担

軽減への効果だけでなく，修繕時期の分散化の

効果と社会・環境的インパクト等の評価の検討 
 SIB 応用可能性の追求：成果指標としての成熟

度向上や予算措置・業務フローの確立，業務の

性能規定化に伴うリスクの洗い出し・分担等に

係る検討 
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予防保全の迅速化

予防
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ﾌｧｲﾅﾝｽ 発注者
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財務的予防保全効果の評価⇒発注者が予算措置
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５．建設コンサルタントの立場から見た異業種

連携の意義に係る考察 
  

これまで，予防保全措置の効果を定量化すること

や，キャッシュを生まない社会インフラの維持管理

に民間資金を導入することについて，我々建設コン

サルタントは必要性や重要性を認識していたものの，

定量化手法や資金調達手法に係るノウハウの不足に

より具体化できていなかった．本取組の先進的な事

業スキームは，金融機関及びシンクタンク，総合建

設コンサルタントの三者が，知見やそれぞれの立場

から見た意見を出すことにより，実現に一歩近づい

たと考えている． 

本取組の実装が実現した際には，建設コンサルタ

ントとして，以下のような向き合い方が考えられる．

なお，財務的予防保全効果という概念や手法は，包

括的民間委託や組合せスキームというフィールドに

限らず，修繕計画や補修設計等の従来業務から実装

していくアプローチもあると考える． 

 財務的予防保全効果が最大化される修繕計画の

策定及びその計画の実行に必要な資金の調達 
 水回り措置の要否及び必要工種・施工範囲の判

断を念頭においた点検の実施 
 点検結果を用いた財務的予防保全効果の算出 
 効果の高い予防保全措置を抱き合わせた補修設

計の実施 
これらを踏まえ，本取組における当社の強みは，

橋梁のコンサルワークに係る包括的民間委託の実績

があること及び，財務的予防保全効果を多様な場面

で使用する立場から実務的な観点での検討を実施で

きることであると考えている．地方自治体に価値提

供を行う企業として，導入しやすいスキームや職員

負担を小さくする方策，点検業務や維持工事業務等

の従来業務の担い手への配慮の必要性といった観点

から検討を行うことで，実情を踏まえたスキームを

提案することが建設コンサルタントである当社の使

命であると考えている． 

また，社会インフラの老朽化や人口減少が深刻さ

を増していることを背景に，国土交通省では官民が

協力して地域ごとに効率よく社会インフラの維持管

理を進める「地域インフラ群再生戦略マネジメント

（以下「群マネ」という．）」の取組が進められて

いる．群マネにおいては，様々な施設や業務を包括

化することから，異業種連携による効果的な維持管

理手法の検討が重要となってくると考える．また，

群マネによって対象施設が増加するほど，財務的予

防保全効果を発現しうる橋梁数も拡がり，成果連動

支払いがよりなじみやすくなる可能性も考えられる． 

建設コンサルタントの従来の領域に囚われず，異

業種と連携することにより，建設コンサルタントだ

けでは達成しえなかった課題の解決が可能となる．

そして，その解決策の実現性を高めることが，地方

自治体を幅広くサポートする建設コンサルタントの

責務であると考えている． 

 

６．まとめ 
 

橋梁等の社会インフラの維持管理を取り巻く環境

は，少子化や人口減少により人員及び予算が不足す

る一方で，SDGsや防災等が重要視され，社会インフ

ラが果たすべき役割への期待は高まっている状況に

ある．変化する社会に適応し，多様化するニーズに

応え続けるためには，社会インフラに係るステーク

ホルダーが「競争」ではなく「共創」することが不

可欠であると考える．それは，民間企業同士だけで

はなく，官民（受発注者）の間でも同様であり，官

民双方がそのような意識や姿勢をもつことこそが，

「官民連携」であると考えている．  

地方自治体及び様々なシーズを持つ民間企業が知

見を組合せることで，課題解決に繋がる事業が創出

されるだけでなく，新たな市場の開拓や，自社の強

みの再認識が可能となる．異業種との連携の機会を

自社の成長機会と捉えるとともに，より良い維持管

理スキームの実装に向けて今後も本取組を推進して

いきたい． 
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